
市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表市町村財政比較分析表((((平成平成平成平成17171717年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算年度普通会計決算))))

岐阜県 揖斐川町岐阜県 揖斐川町岐阜県 揖斐川町岐阜県 揖斐川町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

26,215
803.68

15,602,802
14,759,045

752,725

人(H18.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力財政力財政力財政力

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.38][0.38][0.38][0.38]

類似団体内順位

[ 57/74 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

0.520.520.520.52
岐阜県市町村平均岐阜県市町村平均岐阜県市町村平均岐阜県市町村平均

0.600.600.600.60

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0.22

1.82

0.75

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.38

揖斐川町の比率

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [86.7%][86.7%][86.7%][86.7%]

類似団体内順位

[ 37/74 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

90.290.290.290.2
岐阜県市町村平均岐阜県市町村平均岐阜県市町村平均岐阜県市町村平均

83.383.383.383.3
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人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの適正度適正度適正度適正度

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額 [[[[191191191191,,,,844844844844円円円円]]]]

類似団体内順位

[ 69/74 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

121,478121,478121,478121,478
岐阜県市町村平均岐阜県市町村平均岐阜県市町村平均岐阜県市町村平均

122,056122,056122,056122,056

(円)
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給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度   適正度   適正度   適正度   （（（（国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数 [87.8][87.8][87.8][87.8]

類似団体内順位

[ 3/74 ]

全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均

97.497.497.497.4
全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均

93.593.593.593.5
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定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度

人口人口人口人口1111,,,,000000000000人当人当人当人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数 [[[[14141414....84848484人人人人]]]]

類似団体内順位

[ 71/74 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

8.008.008.008.00
岐阜県市町村平均岐阜県市町村平均岐阜県市町村平均岐阜県市町村平均

8.498.498.498.49

(人)
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17.05
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7.78

14.84

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [14.3%][14.3%][14.3%][14.3%]

類似団体内順位

[ 39/74 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

14.814.814.814.8
岐阜県市町村平均岐阜県市町村平均岐阜県市町村平均岐阜県市町村平均

13.013.013.013.0

(%)
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将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度

人口人口人口人口1111人当人当人当人当たりたりたりたり地方債現在高地方債現在高地方債現在高地方債現在高 [[[[605605605605,,,,972972972972円円円円]]]]

類似団体内順位

[ 63/74 ]

全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

462,447462,447462,447462,447
岐阜県市町村平均岐阜県市町村平均岐阜県市町村平均岐阜県市町村平均

395,493395,493395,493395,493

(円)

1,500,000
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力財政力財政力財政力

財政構造財政構造財政構造財政構造のののの弾力性弾力性弾力性弾力性

人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等物件費等物件費等物件費等のののの
適正度適正度適正度適正度

給与水準給与水準給与水準給与水準のののの適正度適正度適正度適正度
   （   （   （   （国国国国とのとのとのとの比較比較比較比較））））

定員管理定員管理定員管理定員管理のののの適正度適正度適正度適正度

公債費負担公債費負担公債費負担公債費負担のののの健全度健全度健全度健全度

将来負担将来負担将来負担将来負担のののの健全度健全度健全度健全度

類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均

揖斐川町揖斐川町揖斐川町揖斐川町
※※※※類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均をををを100100100100としたとしたとしたとした
　　　　ときのときのときのときの比率比率比率比率でででで表表表表したしたしたした。。。。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄分析欄分析欄分析欄
【【【【財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数】】】】

　当町に大規模な事業所が少なく、かつ高齢比率（Ｈ１８年末２７．４％）が全国平均を上回り、また、人口も年々減少している。そのため、個人・法人所得
税関係の税収増が図れない。一方、歳出面では、合併により職員数（３８９人）が、類似団体に比して大幅な増となったことによる人件費の影響が大きい。
さらには、歳出総額に占める高齢者施策経費や施設の維持管理経費などの経常経費の割合（経常収支比率８６．７％）も高く、財政の硬直化など財政基
盤が弱く、国・県平均を下回っている。今後、「集中改革プラン」や｢行政改革大綱」に基づき、徹底した事務事業の見直し・施設の統廃合や定員適正化計

画に基づく職員の削減（５年間で３９人、１０年間で１００人)等を進め、財政の健全化を図る。

【【【【経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率】】】】

　類似団体を３．４ポイント上回っている。これは、合併により類似団体に比べて職員数・公共施設数ともに多く、経常経費に占める人件費・施設経費の割
合は２７％・１５％となっており、公債費２３％とともに経常収支比率を悪化させている。前年度決算（平成１６年度経常収支比率８９．０％）に比して若干の
改善は図られたものの、依然として財政の硬直化がすすんでいる。今後は、職員の定員適正化計画に基づく職員削減と、施設の統廃合による経常経費

の10%削減等の徹底した経常経費の削減に努めるとともに、地方債の借換等公債費の削減と抑制に努める。

【【【【人口人口人口人口１１１１人当人当人当人当たりたりたりたり人件費人件費人件費人件費・・・・物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額物件費等決算額】】】】

　類似団体に比して８０，８３６円上回っている。これは、合併により職員数が類似団体に比べて大幅に増加したこと。さらには、合併により類似した公共施
設が多く、その維持管理経費に多額の経費を要している事が要因である。そこで、今後は、職員の定員適正化計画に基づく職員数の削減を図るとともに、

公共施設については、平成１９年度において公共施設統廃合計画を策定し、施設の適正な維持管理経費の抑制に努める。

【【【【ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数】】】】
　全国・岐阜県平均より低い指数となっている。これは、中途採用者の前歴加算の不備や男女の昇任基準格差（給与の性的差別）が要因となっている。平成
１９年度より新たな昇給制度（勤務評定）により適正な給与の改正を図っていく。また、地域の民間企業との給与格差についても適正に反映させる。
【【【【人口人口人口人口１１１１人当人当人当人当たりたりたりたり地方債現在高地方債現在高地方債現在高地方債現在高】】】】
　類似団体に比して５０２，７９３円上回っている。これは、合併に伴い、旧町村間の格差是正並びに新町全体のネットワーク化・システム統一などの合併に伴
う財政需要に対する設備投資に要する経費について、地方債を発行した事が要因である。但し、この合併に伴う投資的事業も平成１８年度がピークとなり、平
成１９年度以降については、順次抑制が図れる見通しである。
【【【【実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率】】】】
　類似団体に比して１．６％上回っている。これは、合併に伴い、旧町村間の格差是正や新町全体の一体化に伴う投資的経費の財源として地方債を発行した
ことや全町全域下水道化に向けて整備(H１８年度末下水道普及率１４％)を進めているのが要因である。但し、合併に伴う投資的事業も下水道事業も、その
整備によるピークは過ぎており、今後、２～３年後にピークを向かえる起債償還により一時的に比率は上昇するが、その後は、改善される見通しである。
【【【【人口人口人口人口１１１１，，，，００００００００００００人当人当人当人当たりたりたりたり職員数職員数職員数職員数】】】】
　類似団体に比して７．０６人上回っている。これは、６町村の合併により平成１８年４月１日現在の職員数が３８９人となった事が要因である。そこで、平成１７
年度に定員適正化計画を策定し、平成２２年までの５年間で３９人、平成２７年までの１０年間で100人(２４％)の純減目標を設定し、今後、この数値目標に向
けて、退職不補充や指定管理者制度の導入による業務のアウトソーシングなどにより、住民サービスの確保を図ったうえで職員削減に努める。


